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	Ⅰ　建設業の許可について
	１　建設業とは
	建設業とは、元請・下請を問わず、建設工事の完成を請け負う営業をいいます。この建設工事は下表（具体的な内容等については9～
	１ 土木工事業
	８ 電気工事業
	１５ 板金工事業
	２２ 電気通信工事業
	２ 建築工事業
	９ 管工事業
	１６ ガラス工事業
	２３ 造園工事業
	３ 大工工事業
	１０ タイル・れんが・ブロック工事業
	１７ 塗装工事業
	２４ さく井工事業
	４ 左官工事業
	１１ 鋼構造物工事業
	１８ 防水工事業
	２５ 建具工事業
	５ とび・土工工事業
	１２ 鉄筋工事業
	１９ 内装仕上工事業
	２６ 水道施設工事業
	６ 石工事業
	１３ ほ装工事業
	２０ 機械器具設置工事業
	２７ 消防施設工事業
	７ 屋根工事業
	１４ しゅんせつ工事業
	２１ 熱絶縁工事業
	２８ 清掃施設工事業
	２　許可を必要とする方
	建設業を営もうとする方は、すべて許可の対象となり２８の業種ごとに許可を受けなければなりません。
	ただし、次の場合を除きます。
	３　許可を受けなくてもできる工事（軽微な建設工事）
	建設業を営もうとする方でも、法令で定められた軽微な建設工事のみを請け負う場合は許可を受けなくても営業できます。
	建築一式工事
	（①、②いずれかに該当する場合）
	①１件の請負代金が1,500万円（消費税及び地方消費税を含む）未満の工事
	②請負代金の額にかかわらず、木造住宅で延べ面積が150㎡未満の工事
	建築一式工事以外の建設工事
	１件の請負代金が500万円（消費税及び地方消費税を含む）未満の工事
	４　知事許可と大臣許可
	（１）愛知県知事許可
	愛知県内にのみ営業所を設けて建設業を営もうとする方は、愛知県知事の許可が必要です。
	（２）国土交通大臣許可
	愛知県内に主たる営業所を置き、他の都道府県にも営業所を設けて建設業を営もうとする方は、国土交通大臣の許可が必要です。
	５　許可の区分（特定建設業と一般建設業）
	（１）特定建設業の許可
	発注者から直接請け負った（元請工事）１件の建設工事につき下請に出す代金の合計額が3,000万円（建築工事業は4,500万
	（２）一般建設業の許可
	（１）以外のとき、つまり１件の建設工事につき元請工事で、下請に工事を出す代金の合計額が3,000万円（建築工事業は4,5
	Ⅱ　許可の基準（許可を受けるための要件）
	建設業の許可を受けるには、次表の要件を満たさなければなりません。また、特定建設業の許可を受けるには、一般建設業より要件が
	項　　　　目
	一般建設業の許可
	特定建設業の許可
	１
	経営業務の管理責任者
	法人では常勤の役員の１人が、個人では本人か支配人が右のいずれかに該当すること。
	イ　許可を受けようとする業種について５年以上、経営業務の管理責任者としての経験を有する方
	ロ　イと同等以上の能力を有すると認められた方
	①　許可を受けようとする業種以外の建設業に関し、７年以上経営業務の管理責任者としての経験を有する方
	②　許可を受けようとする業種に関し、経営業務の管理責任者に準ずる地位にあって５年以上経営業務を総合的に管理した経験又は７
	③　その他国土交通大臣（旧建設大臣）がイと同等以上の能力を有すると認める方
	２
	技術者
	営業所ごとに右のいずれかに該当する専任の技術者がいること
	許可を受けようとする業種の工事について
	イ　学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校（所定学科）卒業後５年以上、大学若しくは高等専門学校（所定学科）卒業後３
	（所定学科については17ページ参照）
	ロ　10年以上の実務経験を有する方
	ハ　イ又はロと同等以上の知識、技術、技能を有すると認められた方
	（二級建築士、二級土木施工管理技士等、18～22ページ参照）
	許可を受けようとする業種の工事について
	イ　国土交通大臣が定めるものにかかる試験に合格したもの、又は免許を受けた方（一級建築士、一級土木施工管理技士等、18～2
	ロ　法第７条第２号（左記イ、ロ、ハ）のいずれかに該当し、かつ元請として4,500万円以上（消費税及び地方消費税を含む）の
	ハ　国土交通大臣がイ又はロに掲げる方と同等以上の能力を有するものと認定した方
	※　ただし、指定建設業（土、建、電、管、鋼、ほ、園）については、イに該当する方又はハの規定により国土交通大臣がイに掲げる
	３
	誠実性
	請負契約に関して不正又は不誠実な行為をするおそれがないこと
	法人、法人の役員、個人事業主、支配人、支店長、営業所長、法定代理人が左に該当すること
	項　　　　目
	一般建設業の許可
	特定建設業の許可
	４
	財産的基礎等
	請負契約を履行するに足る財産的基礎等のあること
	下記のイ、ロ、ハのいずれかに該当すること
	イ　申請日の直前の決算において、自己資本が500万円以上であること
	ロ　500万円以上の資金調達能力のあること
	ハ　直前５年間許可を受けて継続して営業した実績のあること
	申請日の直前の決算において、下記のイ、ロ、ハの要件すべてに該当すること
	イ　欠損の額が資本金の20パーセントを超えていないこと
	ロ　流動比率が75パーセント以上であること
	ハ　資本金が2,000万円以上で自己資本が4,000万円以上であること
	※なお、経営再建中の方については、更新に限り、特例措置を受けることができます
	※　「自己資本」とは、貸借対照表「純資産の部」の
	「純資産合計」の額をいいます。
	経営業務の管理責任者
	経営業務の管理責任者としての経験とは、営業取引上対外的に責任ある地位にあって、建設業の経営業務について総合的に管理した経
	専任技術者
	営業所ごとに、建設工事の施工に関する一定の資格又は経験を有する技術者で専任の方を置かなければなりません。専任の方とは、そ
	①　住所が勤務を要する営業所の所在地から著しく遠距離にあり常識上通勤不可能な方
	②　他の営業所における専任の技術者になっている方
	③　建築士事務所を管理する建築士、専任の宅地建物取引主任者等他の法令により特定の事務所において専任を要することとされてい
	④　他に個人営業を行っている方、他の法人の常勤役員である方等、他の営業について専任であると認められる方
	〈一般建設業の技術者〉
	（１）前表イは高等学校（旧中等学校令による実業学校を含む）もしくは中等教育学校又は大学（旧大学令による大学を含む）もしく
	（２）前表ロは、許可を受けようとする業種の工事について10年以上の実務経験を有する方をいいます。
	なお、17ページの表６の要件に該当するときは、実務経験の期間が最大２年間緩和されます。
	（３）前表ハは、次のＡ～Ｃのいずれかに該当する方をいいます。
	Ａ　所定の学科（17ページ参照）の旧実業学校卒業程度検定に合格後5年以上、専門学校卒業程度検定に合格後3年以上の許可を受
	Ｂ　技術者資格免許一覧表（18～22ページ参照）に掲げる資格を有する方
	Ｃ　その他国土交通大臣（旧建設大臣）がイ又はロに掲げる方と同等以上と認める方
	〈特定建設業の技術者〉
	（１）前表イとは、技術者資格免許一覧表（18～22ページ参照）に掲げる資格を有する方をいいます。
	（２）前表ロの「指導監督的な実務経験」とは、建設工事の施工の全般について工事現場主任者又は工事現場監督者のような資格で工
	また、「元請として4,500万円以上の工事」とありますが、平成6年12月27日以前の工事にあっては3,000万円以上のも
	誠実性
	（１）不正な行為とは、請負契約の締結又は履行に際して詐欺、脅迫、横領、文書偽造等法律に違反する行為をいい、不誠実な行為と
	（２）建築士法、宅地建物取引業法等で、不正又は不誠実な行為を行ったことにより免許等の取消処分を受け、その最終処分の日から
	財産的基礎等
	〈一般建設業の財産的基礎又は金銭的信用〉
	（１）前表ロの「資金調達能力」については、以下のａ、ｂのどちらかにより判断します。
	ａ　金融機関発行の「500万円以上の預金残高証明書」（基準日が申請直前２週間以内のもの）
	ｂ　金融機関発行の「500万円以上の融資証明書」（発行日が申請直前２週間以内のもの）
	なお、残高証明書が２枚以上になる場合は、基準日が同じものでなければなりません。
	（２）個人事業で、事業開始後決算期未到来の場合及び所得税の申告が白色申告の場合は、（１）による判断が必要になります。
	〈特定建設業の財産的基礎〉
	前表の「特例措置」とは、経営再建中の方のうち、以下に該当する場合をいいます。なお、詳細については愛知県建設部建設業不動産
	①　申請日の直前の決算期における財務諸表上では、財産的基礎の要件を満たさないが、許可の更新の日までに要件を満たすことにな
	②　申請日の直前の決算期における財務諸表上では、財産的基礎の要件を満たさないが、以下の条件を満たす場合
	ア　許可の更新の日の直前の決算において要件を満たす見込みの場合
	イ　許可の更新の申請日までに会社更生手続開始の申立てをした場合
	ウ　許可の更新の申請日までに民事再生手続開始の申立てをした場合
	エ　特定債務者等の調整の促進のための特定調停に関する法律に基づき、調整にかかる調停の申立てをした場合
	Ⅲ　欠格要件（許可を受けられない方）
	１　法人にあっては法人・役員、個人にあっては事業主・支配人、その他支店長、営業所長、法定代理人（営業に関し成年者と同一の
	Ａ　成年被後見人、被保佐人又は破産者で復権を得ない方
	Ｂ　不正行為により建設業の許可を取り消されて５年を経過しない方
	Ｃ　不正行為による建設業許可の取り消し手続が開始された後、廃業届を提出した方で、提出した日から５年を経過しない方
	Ｄ　建設業の営業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない方（法人、個人事業主のみ該当）
	Ｅ　許可を受ける業種の建設業について営業を禁止されており、その期間が経過しない方
	Ｆ　次に掲げる方で、その刑の執行を終わり、または刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない方
	〇　禁固以上の刑に処せられた方
	〇　建設業法に違反して罰金の刑に処せられた方
	〇　建築基準法、宅地造成等規制法、景観法、都市計画法、労働基準法、職業安定法及び労働者派遣法のうち政令で定めるものに違反
	〇　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に違反したことにより、又は刑法や暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したこ
	２　許可申請書又はその添付書類中に重要な事項について虚偽の記載があり、又は、重要な事実の記載が欠けているときは、許可は受
	Ⅳ　許可の申請手続き
	１　許可申請書の作成
	ア　必要な書類
	許可申請書ならびに必要添付書類内訳（15ページ）を参照
	イ　申請用紙
	様式が決められています。
	用紙が必要な方は建設業不動産業課ホームページ（http://www.pref.aichi.jp/ken-fu/）よりダウ
	ウ　提出部数
	正本１部及び副本１部の計２部（副本は写し可、ただし、印影は不可）
	２　申請にあたり準備する資料
	ア　経営業務の管理責任者・営業所の専任技術者の常勤性の確認のため、
	健康保険被保険者証の写しを持参してください。健康保険被保険者証で勤務先が特定できない場合は、以下の（ア）～（オ）のいずれ
	(ア) 国民健康保険被保険者証の写しおよび雇用保険被保険者証の写しもしくは雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（被保険者
	(イ)国民健康保険被保険者証の写しおよび住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）
	(ウ)国民健康保険被保険者証の写しおよび厚生年金標準報酬額決定通知書
	(エ)国民健康保険被保険者証の写しおよび確定申告書（表紙＋役員報酬内訳欄）および所得証明書
	(オ)国民健康保険被保険者証の写しおよび源泉徴収票および所得証明書
	なお、個人事業主本人については特に必要ありませんが、経営業務の管理責任者および専任技術者が事業主本人と異なる場合には常勤
	イ　履歴事項全部証明書（登記事項証明書）の原本
	※　個人事業主については、住民基本台帳ネットワークシステムにより確認いたします。（ただし、外国人登録者は、外国人登録証明
	ウ　申請時において有効な申請書副本及び届出した書類
	エ　経営業務の管理責任者
	経営業務の管理責任者の経験内容（地位、職務、年数、業種等）について、次のような書類により審査します。
	（ア）個人の事業主経験
	ａ　確定申告書（控え：第一表から、収支内訳書又は青色申告決算書等一式添付のもの）および所得証明書を必要年数分持参してくだ
	ｂ　該当年に施工した次の①、②、③のいずれかを年１件提出（場合により不要）
	①契約書（写しを提出、原本提示）
	②注文書及びそれに対応する請書控（写しを提出、原本提示）
	③注文書、請求書、見積書のいずれか及びそれに対応する発注者の発注証明書（26ページ参照）
	※　発行期間の経過及び紛失などの理由によりａの書類が不足する場合は、その不足する全期間について、ｂの書類により確認します
	（イ）法人の役員経験
	ａ　登記事項証明書（証明期間中の必要年数について、法人の目的および継続して役員であったことが確認できるもの）
	ｂ　該当年に施工した次の①、②、③のいずれかを年１件提出
	①契約書（写しを提出、原本提示）
	②注文書及びそれに対応する請書控（写しを提出、原本提示）
	③注文書、請求書、見積書のいずれか及びそれに対応する発注者の発注証明書（26ページ参照）
	※　登記事項証明書の目的欄からは、建設業を営んでいたことが確認できない期間がある場合は、当該全期間について、ｂの書類によ
	オ　専任技術者
	（ア）一定の資格者の場合
	当該資格者証等の原本を持参してください。（添付書類の写しと照合した後、その場でお返しします。）
	（イ）特定建設業の専任技術者の場合
	「指導監督的な実務経験を有する方」（4ページ参照）に該当する方については、契約書等の原本など、その工事の内容（元請、業種
	カ　国家資格者等・監理技術者一覧表該当者
	一定の資格者の場合は、その資格が確認できる書類（資格者等の写しでも可）の提示をお願いします。また、実務経験を伴う場合は、
	キ　「財産的基礎等」を直前決算で確認する場合
	確定申告書（控え：別表一から明細書、決算書等一式添付のもの）
	※税務署受付印の無い場合は、別途確認のための資料の提出を求めることがあります。
	ク　「財産的基礎等」を「資金調達能力」で確認する場合
	次のａ、ｂのどちらかを提出してください。
	ａ　金融機関発行の「500万円以上の預金残高証明書」（基準日が申請直前２週間以内のもの）
	ｂ　金融機関発行の「500万円以上の融資証明書」（発行日が申請直前２週間以内のもの）
	なお、残高証明書と融資証明書の合算は認めません。また、残高証明書が２枚以上になる場合は、基準日が同じものでなければなりま
	ケ　営業所
	営業所の使用状況の確認できるものとして次のａ、ｂのどちらかを持参してください。
	ただし、申請者が個人事業主の場合であって、住所地と営業所の所在が同一の営業所については、持参を省略できます。
	建物登記がなされてない、口頭により使用権を締結している等いずれの資料も持参できない方は事前に申請窓口に問い合わせてくださ
	ａ　自社（己）物件の場合：建物の登記事項証明書又は、固定資産税評価証明書（どちらも、直近３ヶ月以内の原本）もしくは、直近
	ｂ　賃貸物件の場合：賃貸借契約書（原本）及び領収書直近３か月分（写し）
	３　許可申請書類の提出
	ア　提出先
	主たる営業所の所在地により異なります。（23ページ参照）
	名古屋市内　－　愛知県建設部建設業不動産業課
	それ以外　－　各建設事務所総務課
	イ　許可手数料と登録免許税
	知事許可の手数料は、新規の申請９万円、追加の申請（許可区分が同一のものに限る）及び更新の申請は５万円で愛知県収入証紙を申
	４　許可について
	許可申請書を受理しますと申請内容を審査のうえ許可の適否を通知します。
	この時に提出された申請書の１部が「許可後の注意事項」とともに送付されます。
	５　許可後の手続き
	許可の有効期間は５年間です。
	この間、毎年決算終了後に事業年度終了届出書、その他許可の申請事項の内容に変更を生じたときには一定期限内に変更届出書等を提
	また、その後も継続して営業しようとする場合は、許可期限満了の日の30日前までに（知事許可業者は３ヶ月前から受付）許可の更
	これらの手続きについては、「建設業法による変更届等の手引」及び許可の通知の際同封される「許可後の注意事項」をよくお読みく
	Ⅴ　付表
	表１　建設工事の種類別にみたその内容と例示
	建設工事の種類
	（略号）
	業種
	建設工事の内容
	（昭和47年3月8日
	建設省告示第350号）
	最終改正　平成15年7月25日
	国土交通省告示第1128号
	建設工事の例示
	（昭和47年3月18日
	建設省計建発第46号）
	最終改正　平成18年５月１日
	国土交通省国総建第28号
	土木一式工事
	（土）
	土木工事業
	総合的な企画、指導、調整のもとに土木工作物を建設する工事（補修、改造又は解体する工事を含む。以下同じ）
	建築一式工事
	（建）
	建築工事業
	総合的な企画、指導、調整のもとに建築物を建設する工事
	大工工事
	（大）
	大工工事業
	木材の加工又は取付けにより工作物を築造し、又は工作物に木製設備を取付ける工事
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	コンクリートブロック積み（張り）工事、れんが積み（張り）工事、タイル張り工事、築炉工事、スレート張り工事
	鋼構造物工事
	（鋼）
	鋼構造物工事業
	形鋼、鋼板等の鋼材の加工又は組立てにより工作物を築造する工事
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	③ 「吹付け工事」とは、「モルタル吹付け工事」及び「種子吹付け工事」を総称したものであり、法面処理等のためにモルタル又は
	④ 「地盤改良工事」とは、薬液注入工事、ウエルポイント工事等各種の地盤の改良を行う工事を総称したものである。
	（３）屋根工事
	① 「瓦」、「スレート」及び「金属薄板」については、屋根をふく材料の別を示したものにすぎず、また、これら以外の材料による
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	② 「運搬機器設置工事」には「昇降機設置工事」も含まれる。
	③ 「給排気機器設置工事」とはトンネル、地下道等の給排気用に設置される機械器具に関する工事であり、建築物の中に設置される
	（13）電気通信工事
	① 「情報制御設備工事」にはコンピューター等の情報処理設備の設置工事も含まれる。
	② 既に設置された電気通信設備の改修、修繕又は補修は『電気通信工事』に該当する。なお、保守（電気通信施設の機能性能及び耐
	（14）造園工事
	① 「広場工事」とは、修景広場、芝生広場、運動広場その他の広場を築造する工事であり、「園路工事」とは、公園内の遊歩道、緑
	② 「公園設備工事」には、花壇、噴水その他の修景施設、休憩所その他の休養施設、遊戯施設、便益施設等の建設工事が含まれる。
	③ 「屋上等緑化工事」とは、建築物の屋上、壁面等を緑化する建設工事である。
	④ 「植栽工事」には、植生を復元する建設工事が含まれる。
	（15）水道施設工事
	上下水道に関する施設の建設工事における『水道施設工事』、『管工事』及び『土木一式工事』間の区分の考え方は、上水道等の取水
	なお、農業用水道、かんがい用排水施設等の建設工事は『水道施設工事』ではなく『土木一式工事』に該当する。
	（16）消防施設工事
	「金属製避難はしご」とは、火災時等にのみ使用する組立式のはしごであり、ビルの外壁に固定された避難階段等はこれに該当しない
	（17）清掃施設工事
	公害防止施設を単体で設置する工事については、『清掃施設工事』ではなく、それぞれの公害防止施設ごとに、例えば排水処理設備で
	表２　許可の申請区分
	１　新規
	現在、「有効な許可」をどの許可行政庁からも受けていない場合
	２　許可換え新規
	この申請書により許可を受けようとする行政庁以外の許可行政庁から現在、有効な許可を受けている場合
	３　般・特新規
	ア　一般建設業の許可のみ受けている方が新たに特定建設業の許可を申請する場合
	イ　特定建設業の許可のみ受けている方が新たに一般建設業の許可を申請する場合
	４　業種追加
	ア　一般建設業の許可を受けている方が他の業種について一般建設業の許可を申請する場合
	イ　特定建設業の許可を受けている方が他の業種について特定建設業の許可を申請する場合
	５　更新
	すでに許可を受けている建設業をそのまま続けようとする場合
	６　般・特新規＋業種追加
	区分３と４を同時に申請する場合
	７　般・特新規＋更新
	区分３と５を同時に申請する場合
	８　業種追加＋更新
	区分４と５を同時に申請する場合
	９　般・特新規＋業種追加＋更新
	区分３と４と５を同時に申請する場合
	表３　許可手数料一覧表
	許可の区分
	申請区分
	一般又は特定の一方のみ申請する場合
	一般と特定の両方を申請する場合
	１．新規
	90,000円
	180,000円
	２．許可換え新規
	90,000円
	180,000円
	３．般・特新規
	90,000円
	４．業種追加
	50,000円
	100,000円
	５．更新
	50,000円
	100,000円
	６．般・特新規＋業種追加
	140,000円
	７．般・特新規＋更新
	140,000円
	８．業種追加＋更新
	100,000円
	※150,000円又は200,000円
	９．般・特新規＋業種追加＋更新
	190,000円
	注）愛知県収入証紙による納付
	※　一般又は特定の一方のみで追加＋一般と特定の両方を更新…150,000円
	一般と特定の両方で追加＋一般と特定の両方を更新…………200,000円
	愛知県収入証紙販売所
	県庁内売店、県事務所、尾張建設事務所、一宮建設事務所、知多建設事務所、知立建設事務所、市町村（名古屋市庁を除く。）、警察
	表４　許可申請書及び添付書類内訳
	【申請区分】１．新規　　２．許可換え新規　　３．般・特新規　　４．業種追加　　５．更新
	６．般・特新規＋業種追加　　７．般・特新規＋更新　　８．業種追加＋更新
	９．般・特新規＋業種追加＋更新
	様　式
	番　号
	申請書及び添付書類
	申請区分
	摘要
	１・２
	３・６
	４
	５
	７・９
	８
	表紙・裏表紙
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	1
	建設業許可申請書
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	別紙一
	役員の一覧表
	法
	法
	法
	法
	法
	法
	別紙二(1)
	営業所の一覧表（新規許可等）
	○
	○
	○
	○
	○
	別紙二(2)
	営業所の一覧表（更新）
	○
	別紙三
	県証紙貼付
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	2
	工事経歴書
	○
	○
	○
	○
	○
	実績なしでも作成。
	3
	直前３年の各事業年度における工事施工金額
	○
	○
	○
	○
	○
	実績なしでも作成
	4
	使用人数
	○
	○
	○
	○
	○
	6
	誓約書
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	7
	経営業務の管理責任者証明書
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	常勤性の確認できる書類の提示が必要
	（詳しくは６ページ参照）
	8(1)
	専任技術者証明書（新規・変更）
	○
	○
	○
	○
	○
	8(2)
	専任技術者証明書（更新）
	○
	○
	○
	専任技術者としての資格を有することを証明する資料
	○
	○
	○
	○
	○
	卒業証明書、資格証明書（写し添付・原本持参）、実務経験証明書（様式第９号）、指導監督的実務経験証明書（様式第10号）のう
	11の2
	国家資格者等・監理技術者一覧表
	○
	▲
	▲
	▲：監理技術者がいる場合に提出
	国家資格者等・監理技術者としての資格を有することを証明する資料
	▲
	▲
	▲
	卒業証明書、実務経験証明書（様式第９号）、指導監督的実務経験証明書（様式第10号）のうち、該当する書類
	11
	建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	該当なしの場合も作成
	12
	許可申請者の略歴書
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	別紙一に記載された役員全員又は個人事業主について提出
	13
	建設業法施行令第３条に規定する使用人の略歴書
	▲
	▲
	▲
	▲
	▲
	▲
	様式第11号に記載した者について提出
	14
	株主（出資者）調書
	法
	△
	△
	△
	15
	貸借対照表（法人用）
	法
	16
	損益計算書（法人用）
	法
	17
	株主資本等変動計算書（法人用）
	法
	17の2
	注記表（法人用）
	法
	17の3
	附属明細表（株式会社用）
	▲
	資本金が１億円を超えるか、直前の貸借対照表の負債合計が２００億円以上の株式会社のみ提出
	18
	貸借対照表（個人用）
	個
	19
	損益計算書（個人用）
	個
	20
	営業の沿革
	○
	○
	○
	○
	20の2
	所属建設業団体
	○
	△
	△
	△
	○：該当なしの場合も作成
	20の3
	主要取引金融機関名
	○
	△
	△
	△
	後見等登記事項証明書（※1）
	身元（身分）証明書（※2）
	【ともに申請時３か月以内】
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	様式第12号及び様式第13号に記載した者について提出
	定款
	法
	△
	△
	△
	登記事項証明書【申請時３か月以内】
	法
	△
	△
	△
	個人事業主の場合で、支配人登記しているものを含む。
	納税証明書（知事許可は事業税）
	○
	○：必要添付書類（省略不可）　　　法：法人申請の場合に提出　　　個：個人申請の場合に提出
	▲：該当する場合に提出（摘要欄参照）　　　△：既に提出された書類と内容・表示が異なる場合に提出
	（※1）各法務局・地方法務局戸籍課発行の成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の証明書（証明事項は一番目にチェックしてく
	（※2）本籍地の市区町村役場で発行の①成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当しない旨②破産者で復権を得ないものに該
	◎申請の際に、法人及び支配人登記のある個人は登記事項証明書を必ず持参してください。
	なお、個人については、住民基本台帳ネットワークシステムにより確認いたします。（ただし、外国人登録者は、外国人登録証明書な
	表５　建設業の種類別所定学科
	許可を受けようとする建設業
	指　　　　定　　　　学　　　　科
	土木工事業
	ほ装工事業
	土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地又は造園に関する学科を含む。以下同じ。）都市工学、衛生工学又は交
	建築工事業
	大工工事業
	ガラス工事業
	内装仕上工事業
	建築学又は都市工学に関する学科
	左官工事業
	とび・土工工事業
	石工事業
	屋根工事業
	ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事業
	塗装工事業
	土木工学又は建築学に関する学科
	電気工事業
	電気通信工事業
	電気工学又は電気通信工学に関する学科
	管工事業
	水道施設工事業
	清掃施設工事業
	土木工学、建築学、機械工学、都市工学又は衛生工学に関する学科
	鋼構造物工事業
	鉄筋工事業
	土木工学、建築学又は機械工学に関する学科
	しゅんせつ工事業
	土木工学又は機械工学に関する学科
	板金工事業
	建築学又は機械工学に関する学科
	防水工事業
	土木工学又は建築学に関する学科
	機械器具設置工事業
	消防施設工事業
	建築学、機械工学又は電気工学に関す学科
	熱絶縁工事業
	土木工学、建築学又は機械工学に関する学科
	造園工事業
	土木工学、建築学、都市工学又は林学に関する学科
	さく井工事業
	土木工学、鉱山学、機械工学又は衛生工学に関する学科
	建具工事業
	建築学又は機械工学に関する学科
	※判断が困難な場合は、卒業証明書と成績証明書が必要になります。
	表６　実務経験の緩和措置
	Ａ
	Ｂ
	要件及び緩和措置
	土木工事業
	とび・土工、しゅんせつ及び水道施設工事業
	Ａ欄の工事業とそれに対応するＢ欄のうちのいずれかひとつの工事業の経験が併せて12年以上あり、そのうちＢ欄の当該工事業の経
	→Ｂ欄の当該工事業の有実務経験者に認定
	建築工事業
	大工、屋根、内装仕上、ガラス、防水及び熱絶縁工事業
	大工工事業
	内装仕上工事業
	内装仕上工事業
	大工工事業
	区分
	主たる営業所の所在地
	所管する部所
	電話番号
	大臣許可
	県下全域
	県庁（自治センター２階）
	建設部建設業不動産業課
	〒460-8501
	名古屋市中区三の丸３－１－２
	052-954-6503
	知事許可
	名古屋市内全域
	名古屋市外の区域
	瀬戸市、春日井市、小牧市、尾張旭市、豊明市、日進市、清須市、北名古屋市、愛知郡及び西春日井郡の区域
	尾張建設事務所（三の丸庁舎５階）
	〒460-0001
	名古屋市中区三の丸２－６－１
	（代）052-961-7211
	一宮市、犬山市、江南市、稲沢市、岩倉市及び丹羽郡の区域
	一宮建設事務所
	〒491-0053
	一宮市今伊勢町本神戸字立切１－４
	0586-72-1465
	津島市、愛西市、弥富市及び海部郡の区域
	海部建設事務所（海部総合庁舎６階）
	〒496-8533
	津島市西柳原町１－１４
	0567-24-2141
	半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市及び知多郡の区域
	知多建設事務所
	〒475-0828
	半田市瑞穂町２－２－１
	0569-21-3233
	岡崎市、西尾市、幡豆郡及び額田郡の区域
	西三河建設事務所（西三河総合庁舎６階）
	〒444-0860
	岡崎市明大寺本町１－４
	（代）0564-23-1211
	碧南市、刈谷市、安城市、知立市及び高浜市の区域
	知立建設事務所
	〒472-0026
	知立市上重原町蔵福寺１２４
	0566-82-3114
	豊田市及び西加茂郡の区域
	豊田加茂建設事務所
	〒471-0867
	豊田市常盤町３－２８
	0565-35-9312
	新城市及び北設楽郡の区域
	新城設楽建設事務所
	〒441-1354
	新城市片山字西野畑５３２－１
	0536-23-5111
	豊橋市、豊川市、蒲郡市、田原市及び宝飯郡の区域
	東三河建設事務所
	〒440-0801
	豊橋市今橋町６
	0532-52-1312
	表９　愛知県市区町村コード一覧表
	建設業許可申請書（様式第一号）の項番 １ ０　　　　　　　　　　　　　　　 愛知県　名古屋市千種区
	変更届出書（様式第二十二号の二）の項番 ４ １　　記入例：名古屋市千種区→ ２ ３　１ ０ １
	コード
	市区町村名
	住所用市町村名
	コード
	市区町村名
	住所用市町村名
	23101
	23102
	23103
	23104
	23105
	23106
	23107
	23108
	23109
	23110
	23111
	23112
	23113
	23114
	23115
	23116
	23201
	23202
	23203
	23204
	23205
	23206
	23207
	23208
	23209
	23210
	23211
	23212
	23213
	23214
	23215
	23216
	23217
	23219
	23220
	23221
	23222
	23223
	千種区
	東区
	北区
	西区
	中村区
	中区
	昭和区
	瑞穂区
	熱田区
	中川区
	港区
	南区
	守山区
	緑区
	名東区
	天白区
	豊橋市
	岡崎市
	一宮市
	瀬戸市
	半田市
	春日井市
	豊川市
	津島市
	碧南市
	刈谷市
	豊田市
	安城市
	西尾市
	蒲郡市
	犬山市
	常滑市
	江南市
	小牧市
	稲沢市
	新城市
	東海市
	大府市
	名古屋市千種区
	名古屋市東区
	名古屋市北区
	名古屋市西区
	名古屋市中村区
	名古屋市中区
	名古屋市昭和区
	名古屋市瑞穂区
	名古屋市熱田区
	名古屋市中川区
	名古屋市港区
	名古屋市南区
	名古屋市守山区
	名古屋市緑区
	名古屋市名東区
	名古屋市天白区
	豊橋市
	岡崎市
	一宮市
	瀬戸市
	半田市
	春日井市
	豊川市
	津島市
	碧南市
	刈谷市
	豊田市
	安城市
	西尾市
	蒲郡市
	犬山市
	常滑市
	江南市
	小牧市
	稲沢市
	新城市
	東海市
	大府市
	23224
	23225
	23226
	23227
	23228
	23229
	23230
	23231
	23232
	23233
	23234
	23235
	23302
	23304
	23342
	23345
	23361
	23362
	23421
	23422
	23423
	23424
	23425
	23427
	23441
	23442
	23445
	23446
	23447
	23481
	23482
	23483
	23501
	23521
	23561
	23562
	23563
	23603
	知多市
	知立市
	尾張旭市
	高浜市
	岩倉市
	豊明市
	日進市
	田原市
	愛西市
	清須市
	北名古屋市
	弥富市
	東郷町
	長久手町
	豊山町
	春日町
	大口町
	扶桑町
	七宝町
	美和町
	甚目寺町
	大治町
	蟹江町
	飛島村
	阿久比町
	東浦町
	南知多町
	美浜町
	武豊町
	一色町
	吉良町
	幡豆町
	幸田町
	三好町
	設楽町
	東栄町
	豊根村
	小坂井町
	知多市
	知立市
	尾張旭市
	高浜市
	岩倉市
	豊明市
	日進市
	田原市
	愛西市
	清須市
	北名古屋市
	弥富市
	愛知郡東郷町
	愛知郡長久手町
	西春日井郡豊山町
	西春日井郡春日町
	丹羽郡大口町
	丹羽郡扶桑町
	海部郡七宝町
	海部郡美和町
	海部郡甚目寺町
	海部郡大治町
	海部郡蟹江町
	海部郡飛島村
	知多郡阿久比町
	知多郡東浦町
	知多郡南知多町
	知多郡美浜町
	知多郡武豊町
	幡豆郡一色町
	幡豆郡吉良町
	幡豆郡幡豆町
	額田郡幸田町
	西加茂郡三好町
	北設楽郡設楽町
	北設楽郡東栄町
	北設楽郡豊根村
	宝飯郡小坂井町
	表10　県税事務所一覧表
	名称
	所在地
	電話番号
	所管区域
	名古屋東部
	県税事務所
	〒460-8483
	名古屋市中区新栄町2-9
	052-953-7799
	千種区、東区、中区、名東区
	名古屋北部
	県税事務所
	〒451-8555
	名古屋市西区城西1-9-2
	052-531-6302
	北区、西区、守山区、清須市、北名古屋市、西春日井郡
	名古屋西部
	県税事務所
	〒454-8503
	名古屋市中川区中郷1-3
	052-362-3212
	中村区、中川区、港区
	名古屋南部
	県税事務所
	〒456-8558
	名古屋市熱田区森後町8-22
	052-682-8921
	昭和区、瑞穂区、熱田区、南区、緑区、天白区、豊明市、日進市、愛知郡
	東尾張
	県税事務所
	〒486-8515
	春日井市鳥居松町3-65
	0568-81-3142
	瀬戸市、春日井市、犬山市、江南市、小牧市、尾張旭市、岩倉市、丹羽郡
	西尾張
	県税事務所
	〒491-8506
	一宮市新生2-21-12
	0586-45-3167
	一宮市、津島市、稲沢市、愛西市、弥富市、海部郡
	海部徴収課
	（徴収事務）
	〒496-0047
	津島市西柳原町1-14
	0567-24-2111
	津島市、愛西市、弥富市、海部郡
	知多
	県税事務所
	〒475-8505
	半田市出口町1-36
	0569-21-8111
	半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市、知多郡
	西三河
	県税事務所
	〒444-8503
	岡崎市明大寺本町1-4
	0564-27-2709
	岡崎市、碧南市、刈谷市、安城市、西尾市、知立市、高浜市、幡豆郡、額田郡
	安城県税
	センター
	〒446-8508
	安城市桜町7-10
	0566-76-2101
	碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高浜市
	豊田加茂
	県税事務所
	〒471-8537
	豊田市元城町4-45
	0565-32-3381
	豊田市、西加茂郡
	東三河
	県税事務所
	〒440-8528
	豊橋市八町通5-4
	0532-54-5111
	豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、北設楽郡、宝飯郡
	新城駐在室
	（徴収事務）
	〒441-1365
	新城市字石名号20-1
	0536-23-2111
	新城市、北設楽郡
	（用紙Ａ４）
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	工　事　名
	工事場所
	発注業種
	請負代金の額
	工　　　　期
	千円
	年　　　月から
	年　　　月まで
	千円
	年　　　月から
	年　　　月まで
	千円
	年　　　月から
	年　　　月まで
	千円
	年　　　月から
	年　　　月まで
	千円
	年　　　月から
	年　　　月まで
	千円
	年　　　月から
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	千円
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